
 

子ども・子育て支援新制度の認可・運営基準等について 

 

 

 国では、「子ども・子育て関連３法（裏面に定義を掲載しました。以下「３法」とい

います。）」に基づき、平成 27 年４月から子ども・子育て支援新制度を実施する予定で

す。 

 この新制度を実施するために市が行う事務については、３法により、自治体ごとに、

事務を処理するための基準（以下「新制度基準」といいます。）を定めることとなって

います。 

本審議会事務局では、府省令（本年４月 30 日に公布された別添の府省令及び今後に

公布が予定される府省令）及び現行の西東京市の基準を踏まえて新制度基準を作成し、

次回の専門部会にその案をお示しして、御審議いただくことを予定しております。 

また、３法の規定により、条例で定めなければならない基準については、審議結果

を反映した条例案を市議会へ提案し、市議会での審議を経て条例の制定を図りたいと

考えております。 

 

  

市が定める基準のうち、「子ども・子育て関連３法」により市の条例で定める

ことが義務付けられているものは、次のとおりです。 

（１）特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 

   子ども・子育て新制度では、市が、「施設型給付」（幼稚園・保育所・認定こ

ども園）や「地域型保育給付」（家庭的保育事業等）を受ける対象となることを

希望する教育施設・保育施設について、給付の対象となることを「確認」した

上で、給付費を支払います。この確認を行うための基準です。 

（２）家庭的保育事業等（地域型保育事業）の設備及び運営に関する基準 

   地域型保育事業（「家庭的保育事業」、「小規模保育事業」、「居宅訪問型保育事

業」及び「事業所内保育事業」のことをいいます。）は、子ども・子育て新制度

により、新たに市の認可事業として位置づけられます。この基準は、地域型保

育事業として認可するための基準となります。 

（３）放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準 

   子ども・子育て新制度の下では、学童クラブ等の放課後児童健全育成事業の

設備及び運営について、市が条例で定めることになります。事業者は、この基

準に定められる事項を遵守しなければならないことになります。 

 

 

資料６ 

条例により定める基準 

参考に、これらの基準に関する府省令を添付しました。 



 

 

 

定義：子ども・子育て関連３法とは、次の法律のことです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

＊子ども子育て支援法 

＊就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律の一部を改正する法律（いわゆる認定こども園法） 

＊子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の

施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（いわゆる整備法。

児童福祉法の改正を含む。） 



 

 



 

 

 



 

 

 



  

 

 



 

 



 

 



 

 



 



 



 
 



 



 



 



 



 

 

 



 

 



 

 



 

 

 


